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２０２０年に向けた社会全体のICT化に関する懇談会

今後の進め方

参考１２－２



２０２０年の社会全体のＩＣＴ化に向けた懇談会の開催

開催目的

 「２０２０年オリンピック・パラリンピック競技大会」は、我が国のＩＣＴに関わるサービスやインフラ
の高度化を図り、世界に日本のＩＣＴを発信する最高のチャンスとして期待される。

 このことを踏まえ、２０２０年東京大会以降の我が国の持続的成長も見据えた、２０２０年に
向けた社会全体のＩＣＴ化の推進の在り方について検討を行う。

〇 第1回懇談会（平成26年11月） 開催、立ち上げ

〇 第3回懇談会（平成27年7月） 「アクションプラン（第一版）」の策定

〇 第4回～第7回懇談会では、主にアクションプランのフォローアップ
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開催経緯

検討体制

幹事会において、ワーキンググループ及び各分野における推進体制と連携・協力してアクションプ
ランの進捗状況等について取りまとめ、懇談会に報告



懇談会の今後の進め方（案）

● 懇談会開催から3年が経過し、来年には2020年まで残り２年となることから、「2020年に向け
た社会全体のICT化の推進」の中で、「2020年」にフォーカスした「提言」を取りまとめる。

● 「提言」では、アクションプランの各分野を含め、東京オリンピック・パラリンピック大会の開催され
る2020年にフォーカスして特に重点となるテーマについて、取り組むべき方向性を確認する。

（進め方）
・第11回幹事会（本日）において2020年にフォーカスした重点テーマ案を決定
・第11回幹事会での議論も踏まえ、次回の幹事会（2018年春頃）において骨子案を取りまとめ
・幹事会で「提言案」を取りまとめの上、懇談会（2018年夏頃）に報告

１．「2020年東京大会に向けた提言」（仮称）の取りまとめ

● アクションプランについても、引き続き着実に実施していく。

● 懇談会の開催及びアクションプランのフォローアップは、今後は年に１回とし、次回懇談会は
2018年夏頃に開催する。

２．アクションプランの進捗報告
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2020年に向けた社会全体のＩＣＴ化 アクションプラン 検討体制

連携・協力
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報告

無料公衆無線LAN整備促進協議会 （会長：小林 忠男 無線LANビジネス推進連絡会 会長）

第5世代モバイル推進フォーラム（5GMF） （会長：吉田 進 京都大学 特任教授・名誉教授）

４K・8Kロードマップに関するフォローアップ会合 （座長：伊東 晋 東京理科大学理工学部 教授）

（一社）放送サービス高度化推進協会 （理事長：福田 俊男 (株)テレビ朝日専務取締役）

公共交通オープンデータ協議会
（会長：坂村 健 東洋大学情報連携学部ＩＮＩＡＤ学部長、ＹＲＰﾕﾋﾞｷﾀｽ･ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ研究所所長）

（一社）オープン＆ビッグデータ活用・地方創生推進機構(VLED)
（理事長：坂村 健 東洋大学情報連携学部ＩＮＩＡＤ学部長、ＹＲＰﾕﾋﾞｷﾀｽ･ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ研究所所長）

連携・協力
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スポーツ×ＩＣＴワーキンググループ

無料Wi-Fiの整備促進、周知広報、利用開始手続きの簡素化

グローバルコミュニケーション開発推進協議会 （会長：須藤 修 東京大学大学院情報学環 教授）

(一社) 放送コンテンツ海外展開促進機構（BEAJ） （理事長：岡 素之 住友商事（株） 相談役）

５Ｇの研究開発及び国際連携・標準化の推進、2020年の実現

多言語音声翻訳技術の研究開発、実証の推進、10言語程度の社会実装

放送コンテンツの海外展開の促進

４Ｋ・８Ｋの実用放送の実現及び活用場面の拡大

スポーツ分野におけるＩＣＴの利活用方策の明確化

オープンデータの利用環境の整備、公共情報提供ワンストップサービスの実現

デジタルサイネージワーキンググループ連携・協力
報告

デジタルサイネージの機能の拡大（相互接続性確保）、普及

（一社）ICT-ISAC Japan （理事長：齊藤 忠夫 東京大学 名誉教授）

世界一安全なサイバー空間の実現

連携・協力

等

連携・協力

連携・協力

都市サービスの高度化

都市サービス高度化ワーキンググループ
報告

サービス検討サブワーキンググループ

（一社）映像配信高度化機構（理事長：中村 伊知哉 慶應義塾大学 教授）

高度な映像配信サービス

（一社）デジタルサイネージコンソーシアム （理事長：中村 伊知哉 慶應義塾大学 教授）

スポーツデータ利活用TF
※2017年5月18日にとりまとめ

※2015年12月にとりまとめ

※2016年1月にとりまとめ

高度な映像配信サービスサブワーキンググループ ※2015年11月にとりまとめ
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宿競技場

【各分野横断的なアクションプラン】

Ⅰ．都市サービスの高度化
－スマートフォンや交通系ＩＣカード等を活用。街中や公共施設のサイネージ、商業施設や宿泊施設等において、
訪日外国人、高齢者、障がい者をはじめ、誰もが、属性（言語等）や位置に応じた最適な情報やサービスを入手。

Ⅱ．高度な映像配信サービス
－映画館、美術館・博物館、競技場などの公共空間のデジタルサイネージ等大画面に対し、臨場感ある４Ｋ・８Ｋの
映像配信を実現。

言葉の壁をなくす 情報の壁をなくす 日本の魅力を発信する
デジタルサイネージの機能拡大
 災害時の情報一斉配信、属性に

応じた情報提供実現。
 このため、DSC※１中心に共通仕様策定、

サイネージの機能を共通化。

移動の壁をなくす
オープンデータの利活用推進
 公共交通の運行情報等がリアルタイムに

把握可能に。
 公共交通オープンデータ協議会を

中心に観光地等における社会実証。

高度なICT利活用

世界最高水準のICTインフラ

多言語音声翻訳対応の拡充
 グローバルコミュニケーション開発推進

協議会中心に翻訳技術の社会実装化。
 対応する言語や分野の拡充（医療、

ショッピング、観光等分野）。

選手村駅

街 病院
観光地

空港
店舗

放送コンテンツの海外展開
 日本の魅力を紹介する放送コンテン

ツを制作・海外発信等する取組を推
進。

2017年までに10言語での翻訳対応拡充
2019年までに相互接続を可能とする

システムの実現
2018年度末までに

公共交通オープンデータセンターを本格稼働

利用のストレスをなくす

第5世代移動通信システムの実現

 第５世代モバイル推進フォーラムを中心に
主要国・地域との国際連携を強化。

 2017年度から5Gの社会実装を念頭に
総合的な実証試験を実施。

2020年に世界に先駆けて５Ｇを実現

※1 DSC： 一般社団法人 デジタルサイネージコンソーシアム

※2 A-PAB：一般社団法人放送サービス高度化推進協会

臨場感の向上、感動の共有

４Ｋ・８Ｋの推進
 NHKやA-PAB※２により４Ｋ・８Ｋの

実用放送開始等に向けた試験
放送を実施。

2018年に４Ｋ・８Kの実用放送開始

2016年度より実施地域での先行着手。2020年までに社会実装を実現。

2016年度より実施地域での先行着手。2020年までに全国の各地域へ展開。

利用の不安をなくす

2016年度からサイバー防御演習及び
情報共有体制の拡充・強化

サイバーセキュリティの強化

 実践的なサイバー防御演習を通じた
サイバーセキュリティ人材の育成

 ICT-ISACを通じたICT分野全体に
わたる情報共有の促進

無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備促進

 無料公衆無線LAN整備促進協議会
中心に、利用手続の簡素化等に着手。

 防災拠点、被災場所として想定される

公的拠点の整備を推進。

接続の壁をなくす

2019年度までに、約３万箇所の整備を目指し、
防災拠点等での整備を推進

２０２０年に向けた社会全体のＩＣＴ化 アクションプラン 概要

2020年度までに放送コンテンツ関連海外
売上高を500億円に増加
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2020年社会全体のICT化 アクションプラン進捗状況

無料公衆無線ＬＡＮ環境
の整備

ＩＣＴを活用した多言語対
応（「グローバルコミュニ
ケーション計画」の推進）

デジタルサイネージの
機能拡大

４Ｋ・８Ｋの推進

第５世代移動通信システ
ム実現に向けた取組

オープンデータ利活用
環境の整備（公共交通

情報等）

放送コンテンツの海外
展開の促進

世界一安全なサイバー
空間の実現

災害時等の情報一斉配信等の
実現に向けた共通仕様を策定

2018年の４Ｋ８Ｋの実用放送開始
に向け、必要な環境を整備

2018年度末の公共交通オープンデー
タセンター本格稼働等を通じて、2020
年にオープンデータ利活用環境を整備

サイバー防御演習及び
情報共有体制の拡充・強化

アクションプラン

・ 平成27年度に策定したデジタルサイネージ標準システム相互運用ガイドライン1.0
版を平成29年6月に改訂。

・ 国際標準化への提案（ITU、W3C等）。

・ ５Ｇ実現に向けた研究開発（超高速、多数同時接続、低遅延等）。
・ 2017年度から５Ｇの社会実装を念頭に総合的な実証試験を開始。
・ 情報通信審議会において５Ｇの技術的条件等について検討中。
・ 国際連携・協力（各国の政府・５G推進団体との連携強化等）。

進 捗 状 況

・ 高度なICT利活用に
よる訪日外国人や国
民の利便性向上

・ 社会全体のICT化に
よる経済の活性化

・ 世界最高水準のICT
インフラの確立

・ 安心安全な社会の実現

2020年に５Ｇを世界に先駆けて
実現

防災拠点等約３万箇所に無料無
線LAN環境を整備、利用手続の簡

素化等の推進

・ 平成32年度までに、自治体のオープンデータ取組率100%とすることを政府目標として
決定。

・ 平成29年12月～平成30年3月、公共交通オープンデータ協議会の主催により、公共交
通データを活用したアイディアソン、アプリコンテストを開催。

・ 平成28年9月～平成29年3月、オープンデータを活用した訪日外国人への観光
情報等発信モデルの実証事業を実施。

・ 平成28年12月に策定した整備計画に基づき、防災拠点等における無料公衆無線
LAN環境の整備を推進。

・ 訪日外国人向け無料公衆無線LANサービスの利用手続の簡素化を推進。

多言語音声翻訳対応の拡充を行
い、2017年までに10言語での翻訳

対応を実現

・ 多言語音声翻訳システムを社会実装する上で不可欠な雑音抑圧技術等の研究
開発や、病院、商業施設、観光地等にて実証実験を実施。

・ 社会実装に向けた課題抽出・課題解決策の検討等を実施。個別ニーズに応じて
カスタマイズした翻訳システム等のビジネス化が進展。

・ BSにおける４Ｋ・８Ｋの試験放送を2016年8月にＮＨＫが、12月に（一社）放送
サービス高度化推進協会が開始。110度CS左旋における４Ｋの試験放送を2017
年4月に放送サービス高度化推進協会が開始。

・ 2017年１月、４Ｋ・８Ｋ実用放送を行う事業者を認定（１１社１９チャンネル）。
・ 2017年4月、官民連携による周知・広報のため、連絡協議会を設置。
・ ケーブルテレビのインフラ光化促進のため、支援措置を開始。

放送コンテンツの海外展開を進め、
2020年度までに放送コンテンツ関連
海外売上高を500億円に増加させる

・ 放送関係者等と他分野・他産業の関係者が幅広く協力し、「クールジャパン戦略」、
「ビジットジャパン戦略」、「地方の創生」等に資する放送コンテンツを制作、発信
等する取組を支援する事業を実施。

・ （一社）放送コンテンツ海外展開促進機構を中心に、放送局や権利団体等が協力
しつつ推進。

・ 平成29年4月にNICTにナショナルサイバートレーニングセンターを組織し、国の行政機
関、地方公共団体、重要インフラ事業者等を対象に実践的サイバー防御演習を実施。

・ 平成28年3月に設立した（一社）ICT-ISACと連携し、国内のサイバー攻撃等の情報を
ISP等の関係者間で迅速に共有する基盤を構築。加えて、情報共有に関する国外の関
係機関との連携を推進。

・ 平成29年10月に「 IoTセキュリティ総合対策」を公表。

5


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6

